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３．事業の実施状況 
 

 

事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【新（H29）】 

看護職員資質向上事業 

【総事業費】 

150,656千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成 29年４月１日～令和４年３月 31日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニーズ 近年の少子高齢化の進展や疾病構造の変化による医療の高度

化・専門化・在宅医療の推進に対応できる資質の高い看護職員の

確保が必要。 

アウトカム指標：看護職員数の確保（常勤換算） 

（H28：57,691人 ⇒R7：76,579人） 

事業の内容（当初計画） 医療の高度化・専門化、医療体制の変化、国民の医療ニーズの

多様化に対応するため、医療機関等に従事する看護職員への各種

研修、専任教員養成研修会等の開催を行い、看護職員の資質向上

を図る。 

①専任教員養成講習会 

②看護職員資質向上等推進事業 

・病院等看護管理者研修 

医師との役割分担と協働を組織的に進めるための展開方法 

（システム論、教育技術、人材活用等） 

 ・認定看護師養成研修 

 特定の看護分野において熟練した看護技術を用い、高水準の看

護を実践できる認定看護師を養成。 

アウトプット指標（当初の目標

値） 

研修会の参加者数（延べ）：1,500人 

アウトプット指標（達成値） 事業終了後1年以内のアウトカム指標：  

研修会の参加者数（延べ）：1,580人 

事業の有効性・効率性 事業終了後1年以内のアウトカム指標：  

看護職員数の確保 

（H30：68,521人 ⇒R2：70,536人） 

（１）事業の有効性 

医療機関が実施する復職支援研修により、復職希望者の再就業への

機会拡大を図り、看護職員の確保につなげる。 

（２）事業の効率性 

対象経費について、当該研修にかかる経費に限定、病院の通常業務で

使用できるものは対象外とする等の指導を徹底し、適正な事業執行に

努めており、経済的である。 

その他  

  



   

 

 

事業の区分 ４. 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【新(R4)】 

地域医療人材資質向上事業 

【総事業費】 

28千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和４年４月１日～令和４年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニーズ 地域医療機関に従事する医師・メディカルスタッフへの地域医

療の特性に応じた技能向上研修の実施及び離・退職した女性医師

等を対象にした再就業支援の実施等により、地域医療提供機能の

強化を図る必要がある 

アウトカム指標：医師確保対策重点推進圏域（※）の医師数 

        （H30:3,160人 ⇒ R4:3,324人（164人増）） 

（※）医師偏在指標上、医師多数区域に該当しない二次医療圏（北播磨・播磨

姫路・但馬・丹波・淡路の５圏域） 

事業の内容（当初計画） 地域医療機関に従事する医師・メディカルスタッフを対象に、神戸大

学医学部附属地域医療活性化センターを活用しながら、診療現場にお

いて想定される症例や求められる技能に応じた各種研修を実施すると

ともに、女性医師等への再就業支援や医師の求人・求職のマッチング

を行うドクターバンクの利用者拡大支援により、安全で安心な地域医

療体制を構築する。 

アウトプット指標（当初の目標

値） 

・医師を対象とした研修：16コース開催 

・メディカルスタッフを対象とした研修：15コース開催 

・臨床技能研修参加者数：延べ 1600人 

アウトプット指標（達成値） ・医師を対象とした研修：17コース開催 

・メディカルスタッフを対象とした研修：33コース開催 

・臨床技能研修参加者数：延べ 2,223人 

事業の有効性・効率性 事業終了後1年以内のアウトカム指標：  

医師不足地域の医師数 

 R4：R5年 12月頃判明予定（医師・歯科医師・薬剤師統計（隔年）） 

＜代替となる指標＞ 

 医師不足地域の病院勤務医師数（100病床当たり）の増加 

  H30.4.1：12.1人→ H31.4.1：13.0人→ R2.4.1：13.3人 

→ R3.4.1：12.1人→ R4.4.1：13.1人 

【出典】地域医療動向調査（本県独自調査） 

（１）事業の有効性 

各種技能向上研修の実施により、地域医療機関に従事する若手医師

等が最新の医療技術や知識を習得することができ、資質向上に繋がっ

た。 

（２）事業の効率性 

「地域医療活性化センター」の研修室、設備等の活用により経費の

削減を図るとともに、研修の参加者数、受講ニーズを踏まえた研修内

容の見直しを行うなど、事業実施の効率化を図っている。 

その他  

 

 


